
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数は、平成２２年４月１日現在の人数です。
      ３　職員数には、特別職、派遣職員を含みません。

（３）特記事項
本町では厳しい財政状況を踏まえ、次のとおり給与等の減額措置を行っております。

区分

１０％減額

１０％減額

　５％減額

（４） ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注） １　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
　　　 ２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

一
般
職

実施期間

地域手当
平成１８年４月から

   当分の間

歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　（平成２２年度末）

睦沢町職員の給与等を公表します

人 件 費
区　　分

（参考）

２１年度度の人件費率

５，６１７

%%

Ｂ／Ａ　　　　　　Ｂ

２６．１

千円

（参考）類似団体平均

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 一人当たり給与費

一人当たり

千円

９４ ３３０，６４２ ２５，９６２ １１９，０５３

人 千円 千円

２２年度

２２年度

職員数

　　　　　　Ａ

人　 千円

７，５２２

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

１２５，９１７

区　　分

人 件 費 率実 質 収 支

７８０，４３８

給与費 B/A

３，１０１，０１４ ２５．２

千円 千円

　　計　　Ｂ

千円

４７５，６５７ ５，０６０

千円

内　　　容

　支給なし

減額措置

特
別
職

給料月額の減額
平成２３年４月から
平成２４年３月まで

　町　長

　副町長

　教育長

(H18)

90.2

(H18)

92.4

(H18)

93.5

(H23)

94.0

(H23)

93.9

(H23)

95.3

85

90

95

100

睦沢町 類似団体平均 全国町村平均
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（５）給与改定の状況

①　月例給

　　（参考）

（注） 「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額です。

①　特別給

　　（参考）

（注） 「民間支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末勤勉手当
　　　及び勤勉手当の年間支給月数です。

２　一般行政職給料表の状況（平成23年4月1日現在）

（注） 給料月額は、給与抑制措置を行う前のものです。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成23年４月１日現在）

①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

②　技能労務職

歳 人 ― ― ― ―

歳 人

歳 人

歳 人 ― ― ― ―

歳 人 ― ― ― ― ―

歳 人 ― ― ― ―

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２３年４月１日現在における職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものです。　
      ３　特定されるデータについては、個人情報保護によりアスタリスク（＊）としています。　　　　　 

３２０，６００

４２４，６００

３６６，２００

４５８，４００

（　単位 ： 円　）

７級

４０２，５００２４３，７００

４級 ５級 ６級

１８５，８００

３０９，２００

２２２，９００

３５６，４００

２６１，９００ ２８９，２００

１級 ２級 ３級

１３５，６００

３９０，１００

１　号　給　の

給　料　月　額

最 高 号 給 の

給　料　月　額

　千葉県

　睦沢町

224，997円221，325円

221，325円

うち用務員

うち調理員

321，662円

A/B

用務員

調理士

対応する民間平均給与月額

　　 国

区　　分

（国ベース）

公　務　員

（A）

平均年齢 平均給料月額

224，997円

平均給与月額

 　類似団体

平均給料月額職員数

３４９，３２１

368，776円

221，410円

区　　分

221，410円

３１９，４１９

４２．３国

の類似職種
平均年齢

民　　　　間

平均年齢

３６３，２５９ ３４１．３７８

４３．５

４３．７

平均給与月額
（B）

睦沢町

千葉県

類似団体

３２７，２０５

３１４，５１３４３．１

参　考

53.2

279，926円

平均給与月額
（国ベース）

３５０，０９８

４４４，４９７

平均給与月額

―

３４１，０６７

４００，２２３

３９７，７２３

53.2

690

3,689

7

8

0

8

51.0

49.5

49.2

283，862円

269，018円

389，037円

289，541円

332，287円

支給月数

２３年度
月 月 ０．０２　月 月 月 月

（　０．５　％） ３．９５

国の改定率

区　　分

人事委員会の勧告

年間支給月数民間の支給 公務員の 較　差 勧　告 国の年間

割合　　　　　　A

（改定率）

％

△０．２３

円 円

区　　分

２３年度

人事委員会の勧告

給与改定率

（　△０．２７％）

民間給与 公務員給与 較　差 勧　告

A－B　　　B　　　　　A

４０４，４６６ ４０５，５６０

３．９５－３．９７

△１，０９４　　円 ％ ％

A－B （改定月数）

△０．２７ △０．２７

３．９５

支給月数　　　B
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（2) 職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

４　一般行政職の級別職員数等の状況
(１) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在）

１１

６

１０

１

７

９

３

（注）１　睦沢町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

(２) 昇給への勤務成績の反映状況

―

高　校　卒

１６１，６００

１４０，１００

大　学　卒 ２８６，１００

経験年数２５年経験年数１０年

―

国睦　沢　町

２９．８

１５．８

１　　級

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

１．８

　　　　　　　　％

　　主事

４　　級

６　　級

　　主査

　　　　　　　　人
３　　級

２　　級

　　副主査

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％　　　　　　　　人

区　　分

５　　級
　　　　　　　　人

７　　級 　　課長・主幹

１７．５

　　　　　　　　％

１０・５

２５４，５００

経験年数１５年

３９８，８００

構成比

３５７，３００

―

２５８，４００

　　副課長

１９．３

　　主事補

　　主査補

１４４，５００

５．３

　　　　　　　　％

大　学　卒

高　校　卒

千　葉　県区　　　　　分

１４０，１００

１７８，８００
一般行政職

職員数標準的な職務内容

一般行政職

技能労務職

現在は一律に昇給していますが、人事評価制度の導入について検討しています。

２０９，６００

１７２，２００

区　　　　分

　　　　　　　　人

１級 5.3%
１級14.3%

２級 15.8%
２級 15.8%

２級15.9%

３級 29.8% ３級 36.9%

３級22.2%

４級, 1.8%
４級, 7.0% ４級, 11.1%

５級, 17.5%
５級, 10.5% ５級, 6.3%

６級, 10.5% ６級, 10.5% ６級, 12.7%

７級, 19.3% ７級, 19.3% ７級, 17.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成23年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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５　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成２２年度支給割合） （平成２２年度支給割合） （平成２２年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　５％～１５％ 　・役職加算５％～２０％ 　・役職加算５％～２０％

　・管理職加算２０％・２５％ 　・管理職加算１０％～２５％

（注）（　）内は、再任用職員係る支給割合です。

（2) 退職手当（平成２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特別措置（２％～２０％加算） 定年前早期退職特別措置（２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２２年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当

（平成２３年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

千円

　円

　％

担当課職員

担当課職員

担当課職員

担当課職員

担当課職員

担当課職員

０

０

日額２００円

精神障害者作業手当

日額２００円

日額２００円

左記職員に対する支給単価

日額２００円

６件

毒物劇物取扱作業従事者
に対する手当

し尿処理施設の維持管理作
業従事者に対する手当

感染症従事者に対する手当

家畜伝染予防作業従事者
に対する手当

精神障害者作業従事者に
対する手当

日額２００円

国

１．２７４

１人当たり平均支給額（平成２２年度）

睦　　　　　　　　　　　沢　　　　　　　　　　　町

２３．５０

（０．６５）

３０．５５

１，６６１

１人当たり平均支給額（平成２２年度）

１．３５

0

２．６1.３５

５９．２８

睦　　　　　沢　　　　　町

（　　　　）

５９．２８ ５９．２８

　　支給実績（平成２２年度決算）　　　　　　

２３．５０

１．３５ ２．６

国

３０．５５

（１．４５）（１．４５） （０．６５）

４１．３４

日額２００円

支給実績（平成２２年度決算）

国の制度（支給率）

５９．２８４７．５０

５９．２８

０

０

支給対象職員数

０

４７．５０

県

―

２．６

（　　　　）

　　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算）

３３．５０

５９．２８

４１．３４

0

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２２年度）

主な支給対象業務

３３．５０

１７，９９２

手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象職員

家畜伝染病予防作業手当

支給対象地域

毒物劇物取扱作業手当

防疫等作業手当

犬取扱作業手当

し尿処理施設維持管理作業手当

支給率

全　　域

犬の捕獲投薬作業従事者に
対する手当

―
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（平成２３年４月１日現在）

・配偶者１３，０００円

・配偶者以外の扶養親族６，５００円

・配偶者のいない者の１人目 千円 円

　１１，０００円

・特定期間の加算５，０００円

・借家の場合（家賃１２，０００円を超

　える）家賃の額に応じて支給 持家の場合 無

　（最高２７，０００円） 新築・購入後５年間 千円 円

・持家の場合１，０００円 　　　　　　２，５００円

　（新築・購入後５年間３，０００円）

・自動車等を使用する場合

　使用距離（片道２㎞以上）に応じて 使用距離区分 千円 円

　支給２，５００円～

・７級職員給料月額の１０％

・６級職員給料月額の５％

６　特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

　　給料月額×在職月数×４５／１００ １５，３１８，７２０円 任期ごと

　　給料月額×在職月数×２５／１００ 　６，９０１，２００円 任期ごと

（注） １　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。
　　　 ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた
　　　 　場合における退職手当の見込額です。

（参考）類似団体における最高／最低額

支給実績
（平成２２年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（平成２２年度決算）

国の制度と
異なる内容

町　　　　　　長

副　　町　　長
３．９５月分

給

料
６３９，０００

７８８，０００

町 長

７０９，２００

副 議 長

２２２，３７５

給 料 月 額 等区 分

５，６０３

６，７１９

２，６１２

同じ

異なる

通勤手当

住居手当

報

酬

期
末
手
当

議 長

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ １年 度 決 算 ）

国の制度
との異同

内容及び支給単価

異なる

宿日直手当

管理職手当

同じ

手当名

３，０３２支 給 実 績 （ 平 成 ２ ２ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ２年 度 決 算 ） ６２

副 町 長

退
職
手
当

備　　　　　考

副 町 長

副 議 長

５７５，１００

２３７，０００

６７５，０００

２，９２５

３９

議 長

議 員

議 員

町 長

　　（平成２３年度支給割合）

支 給 実 績 （ 平 成 ２ １ 年 度 決 算 ）

扶養手当

８５０，０００

職制上の段階、職務
の級に応じて定額制

Ⅰ、７７０

３１９，９５２

７３，７５０

６０，３０１

一部異なる

３７０，０００

千円

千円

円

円

８，８９５

３．９５月分

３０４，５００

２８４，０００

２１３，０００

　　（平成２２年度支給割合）

３５５，０００

・一般の宿日直４，２００円 同じ 同じ ４９，２８３

２０５，０００

３２０，０００

３００，０００

１６４，９００

１４５，５００
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７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

事務の統廃合縮小

業務の増

事務の統廃合縮小

（注）　１　職員数は一般職に属する職員数です。（教育長も含まれています）
　　　　２　[　　　]内は、条例定数の合計です。

（2)年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在）

　

（３)職員数の推移
（　単位 ： 人　・　％　）

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。　

７

１００

一　般　行　政

教　　　　　　育

消　　　　　　防

普　通　会　計 計

公営企業等会計計

総　　合　　計

１０２

７

２３年

６７

２６

―

９３

１８年 ２０年 ２１年 ２２年

７

２２

職 員 数

７ ７

― ―

６８ ６５

―

公
営
企
業
等

７

９５ ９４ ９５

６７

会
計
部
門

下水道

その他

８

１０２ １０１ １０２

――

３３ ３０ ２９

１０９

１０１

２８

小　 計

普
通
会
計
部
門

商　工

土　木

教育部門

一
般
行
政
部
門

民　生

衛　　生

小　　計

計

消防部門

平成２３年

３４

１
職員数

　　　　　　　　年　　度

　部 門 別

35歳

人

６８

１９年

人 人

計

人人 人

56歳

～

人 人

47歳

～

１００

40歳36歳

39歳

人人

44歳

１

～ ～

32歳 60歳

～

合　　　計

区　分

～

43歳 以上

48歳

～ ～～

52歳

２２

未満

～

31歳 59歳27歳 55歳51歳

１６

人 人人

23歳

４

６７ ６７

２８

０ ０

２

総　務

税　務

農林水産

平成２２年

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

20歳 24歳 28歳

２１１０ 6５ １１

６５

20歳

１０ １５

０

主　な　増　減　理　由

１８ １８

２

対前年
増減数

０議　会

８

５

０

４

５

８

８

０

２３

２６ △２

０

△２

１ １ ０

６ ６ ０

７ ７ ０

９５ ９３

０

０

０

０

０

△１

１

増減数（率）

（％）

（％）

（％）

（％）

１０２ １００

［　１０７　］ ［　１０７　］
△２

△１．５

△２３．５

―

△８．８

１０９

過去５年間の

（％）

０

△８．３

（％）

0

5

10

15

20

25

構成比

５年前の構

成比

%
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８　職員の任免および職員数に関する状況

（1) 職員数（平成２３年４月１日現在）

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

（２) 採用・退職者数（平成２２年度）

９　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

 勤務時間の状況について（平成２２年度）

１０　職員の分限および懲戒処分の状況
（1) 職員の分限処分の状況（平成２２年度）

（２) 職員の懲戒処分の状況（平成２２年度）

１１　職員の服務の状況
（1) 年次休暇の状況（平成２２年１月１日～１２月３１日）

（２) 育児休業および部分休業の状況（平成２２年度）

１２　職員の研修および勤務成績の評定の状況

（１) 職員研修実施状況

（２) 勤務成績の評定の概要および結果の活用状況

　新規採用職員研修、中級職員研修、係長研修など長生郡市広域市町村圏組合で実施する研修
のほか、千葉県自治研修センターなどの外部研修機関による検収を行っております。

　職員の職務について定期的に能力や実績などに関しての勤務成績の評定を行い、その評定の
結果に基づき、昇給や昇任等を行っています。

８：３０ １７：１５

３９

４３

２

職員数 １０２２

１２：００～

１３：００

消化率

戒　　告 減　　給 停　　職

備　　考

H23.4.1現在

H22.4.1現在

開始時刻 終了時刻 休憩

５７

区分
町　　　長 教育委員会 議　　　会 農業委員会

事務部局 事務部局 事務部局 事務部局

５７

合　　計

９８

０ ０ ０ ０

免　　職

採用者数 退職者数

職員数

３人

降　　任 免　　職 休　　職 降　　給

９．１日 ２２．６％

区分 育児休業取得者数 部分休業取得者

０ ０ ０ ０

平均使用日数

計 ５ ０

男性職員 ０

６人

0

女性職員 ５ ０
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１３　職員の福祉および利益の保護の状況
（1) 福利厚生制度の状況

①　共済組合

②　職員互助会

（2) 安全衛生管理の状況

　　　健康診断の実施状況（平成２１年度）健康診断の実施状況（平成２２年度）

人

人

（３) 公務災害補償等（平成２２年度）

件

件

１４　千葉県市町村公平委員会からの業務の状況報告

（1) 勤務条件に関する措置の要求に係る事項

該当する案件はありませんでした。

（２) 不利益処分に関する不服申立てに関する事項

該当する案件はありませんでした。

受診者数

６０

区　　　　　　　　　　　　分

２３

区　分

公務災害

通勤災害

認定件数

1

0

定期健康診断
生活習慣予防検査（３５歳以上）

結核検診

　職員の安全と健康を確保し、快適な職場環境を形成するために、職員の健康管理状態を把握し、
健康障害や疾病の早期発見を行うため、定期健康診断を実施しています。

　職員の共済制度は地方公務員等共済組合法に基づき、千葉県市町村職員共済組合が行ってい
ます。その費用は職員の掛金と町の負担金で賄われており、その内容は、短期給付事業（健康保
険関係）、長期給付事業（共済年金保険関係）、福祉事業（健康診査事業）などです。

　千葉県市町村職員互助会では、地方公共団体が職員のために実施する厚生制度に併せて、会
員及びその被扶養者の生活の安全と福祉の増進を図ることを目的とし、福祉増進の事業を行って
います。その費用は職員の掛金と町の負担金で賄われており、平成２１年度の公費負担額は１５９
千円でした。　また、本町には独自の互助会がありますが、公費負担はありません。
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